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城西国際大学大学院　人文科学研究科比較文化専攻（後期博士課程）　葉済保裕
今回の発表の主題
　　幕末期の治外法権の運用に関して和親の趣旨に反したのは本当に列強側だったのか。
設定理由
前回令和2年12月初めての発表では、箱館開港の意義を箱館港がジャガイモや牛肉が修好通商条約下で、不十分な勝手貿易体制の中で、初めて自由貿易品となった点に着目した。そこで中国大陸でのアヘン戦争を展開する東アジア情勢に触ながら、箱館港が当時の東アジア情勢に育てられると同時に東アジアにおける自由貿易帝国主義を構築する役割をはたしたことを論じた。
　今回は和親条約体制から修好通商条約体制へ移行する段階で、設定された治外法権が従来「不平等条項」としてとらえられていたが、日本側と列強側の双方にとってどんな意味をもっていたのかを考察することにより、幕末期箱館開港の意義を論ずる一助とする。
現在までの結論　　その1　今回の主題から
　幕末期不平等条約の理由の一つとして挙げられる治外法権を和親条約の趣旨に反して用いたのは、砲艦外交、強行外交と従来考えられていた列強側ではなく、むしろ徳川幕府・西南雄藩の大名など日本側であった。
治外法権はハリスが井上神奈川奉行等との間で列強との路線を方向付けたものであるが、双方にとって迅速な対応が期待できる点で、当初不平等を感じなかったのではないか。しかしそのために外交関係の危機を迎える。（仮説）『ペリーと結び、ハリスが危うくし、オールコックやド・ベルクールやクルチウス等と立て直した幕府と列強との条約体制』は、双方が協調的に堅持・拡大しようとした。
その2　全体主題「幕末における箱館開港の意義－嘉永5年～萬延元年－」から
　今回の主題を通じて、箱館は和親の基本とも云うべき人命救助や財産の保全を保障しつつ、箱館奉行達が開港場・国交現場の利点を生かし上申を行ったり海外派遣で人を果たしたりするなど自由貿易体制構築に向けて努力した点で、箱館開港の意義はテロリズム発生の中で、列強との和親の趣旨を堅持し続け、列強との貿易関係を協調的に構築し続けたことにある。
　また箱館は条約維持の幾多の危機を通して開港開市延期や諸港閉鎖等の発議に一番遠い存在であったことから、列強と列強、列強と幕府、幕府と諸候との中立地帯的役割を担っていたとも、筆者は考えている。
理由・根拠　その1
安政4年（1858）以降発生したテロリズムは、当初の標的を露国に定めていたと推察できる。それが締結国すべてに特に英国に波及した。幕府は続発するテロリズムに犯人逮捕・裁判・処罰という一連の動きを容易に実現できず、列強の外交官や武官から抗議や警告がその度に発せられていた。ようやく実現したのは文政4年（1864）の四国連合艦隊下関砲撃事件後であろう。テロリストが早期に逮捕・裁判を経て罪に問われたのは文久4年11月29日が最初であった。
難破か来航（赴任）か否かを問わず、外国人に対する非人道的取扱は条約締結後の外国人や外交官への侮蔑やからかいや脅しや不敬問題となった。治外法権下に至り、刃傷や殺害のテロリストが匿われたり複雑な支配区域に逃げ込んだりすると、狭隘な地区（神奈川）であっても、容易に逃亡できることが温床となり、文久2年4月2日（1863年6月6日）徳川慶喜による攘夷期日5月10日とする奉答を受けた長州藩による米国商船等への砲撃に繋がった。
幕府はその原因を複雑な封建二重体制として解決努力に列強の理解を求めているが、列強側は幕府が故意にこのテロリズムを自分の威圧や脅しに用いているとか、幕府が犯人を意図的に逃がしたり匿ったりしていると疑念をいだいていることが推察される。列強はこれらを仏国のド・ベルクールが「テロリズム」と表現たように、幕府への不信を払拭しきれなかった。
そして列強側はオールコックの書簡に見られるように、日本のテロリズム激化に対して非難したりやその後の外交関係に警告を与えるたりするばかりでなく、自国民の犯罪に関して迅速且つ可能な限り公平で透明性の高い領事裁判をおこない、幕府を教諭している。
これら下記の通り、米国貿易事務官ハリスの箱館の例や英国総領事オールコックの例に見ることが出来る。
　列強の治外法権の実施の現状：公開性、迅速性、平等性の高い領事裁判例
1 安政6.11.30  1859.12.23  箱館　米国貿易事務官ライスと同宿の米国商人スミスが日本人盗賊善兵衛銃殺：大日本古文書幕末外国関係文書31巻86番
2 萬延元9.17  1860.10.30  江戸　仏国公使館旗番ナタール刃傷事件
：同42巻29番30番31番41番42番44番45番49番91番96番、43巻6番13番15番16番27番31番59番69番72番82番99番補1番
3 萬延元10.15  1860.11.27  神奈川　英国商人モス発砲銃創事件
：同43巻41番43番54番67番、44巻38番57番59番63番92番102番105番、45巻29番40番62番、46巻6番
一方、外国人へのテロリズムの反面に、箱館や下田における外国人や外国艦船への救助活動が積み上げられていた。主なものは、アメリカ商船ヘスヒリーン号の難破救出や当時条約締結の成されていなかったフランスの軍艦乗組員への救助活動や日露和親条約交渉中に下田で発生した大地震で壊滅的な打撃を受けたロシア艦隊への救援帰国支援がある。
これら活動に列強側は外国人の生命や財産を救難保護する幕府側の活動には感謝と評価を与え、蘭国のクルチウス等は高く評価している。それだけに、無配慮に武力衝突に向かう流れを危惧したと、筆者は考えている。
これらも下記の通り、米国貿易事務官ライスや箱館奉行の対応にその例を見ることが出来る。
幕府側の外国人の生命財産の保全や保障
1 遣日露国使節プチャーチン等への遭難救助救助及び帰国支援
安政元11.4  1854.12.23  安政東海地震マグニチュード8.4の地震で下田の露使プチャーチン乗艦ヂィアナ号大破、12.2 沈没
安政元12.12  1855.1.29  戸田村滞在の露国人80余名下田入港の仏国捕鯨船を奪おうとするも果たせず
安政2.1.27  1855.3.15  米船カロライン・フート号下田に来航、露国使節プチャーチン之を傭船し露人150余名を乗船帰国させる
安政2.3.22  1855.5.8  露国使節プチャーチン等幕府建造船戸田号にて帰国
2 仏国海軍戦乗組員救助
安政2.6.7  1855.7.20  仏艦シビル号箱館に来たり，奉行に請うて傷病兵40余名を実行寺に収容
安政2.9.3  1855.10.13  箱館実行寺収容の仏国傷病兵、仏艦にて帰国
3 アメリカ商船ヘスヒリーン号遭難救助及び帰国支援
安政6.8.17  1859.9.13　西蝦夷地オクシリ　アメリカ商戦ヘスヒリーン号遭難救助
また容易且つ迅速に解決しないテロリズム一件ついて、幕府と該当国の間で日本在留期間切迫のため、外交的に処理しつつも、未解決は許さないとする対応を見せた事例もあった。これは、安政6年（1859年）露国使節ムラヴィヨフ随行艦乗組員に加えられてテロリズムの解決に対して、直接交渉にあたった艦長の助言を得て、幕府側が犯人逮捕・裁判・処刑までの動きを迅速に出来ないことを斟酌し猶予する提案を幕府が受け入れたものである。
　しかし幕府側のテロリズムの未解決を列強側が受け入れたのではなかった。
その背景1　仮説①日米和親条約の望厦条約化を目指したハリスの「失策」
その前提として，筆者は列強の強行外交・砲艦外交について以下のように考えている。
これらは列強が日本に対して成したか否かを論じられてきたが、打ち払いという日本側の政策を、外国に対する砲艦外交として、従来軽んじられているのではないか。幕府は文政8年（1825年）異国船打払令から元治元年（1864年）までの凡そ40年間、英仏米蘭四国連合艦隊下関砲撃事件まで継続させた。最初の解決は前人に述べたように文久4年11月29日であり、ハリスが安政4年12月11日（1858年1月25日）の井上・岩瀬との交渉の席上に記録されている、「ハリス襲撃犯三人逮捕の談話」は確認中である。
列強側の武力・砲艦行使の目的を、列強の自国民の生命や財産や既得嫌悪の自衛や保護であり、外交の原点化と手法における幅の拡大とするのは、間違いだろうか。列幕の和親状況を悪化させる要因が治外法権であり、外交官や士官の保護から貿易関係者や一般国民、軍艦から商船までに波及する、列強の自衛保護手段として兵威行使を呼び込んでしまったのが，日本国内の複雑な支配体制や封建二重支配体制を理解しきれず日米協約を成立させた、ハリスではなかったか。
　また筆者は以下のようにも考えて研究に取り組んでいる。
安政4年5月26日（1857年6月17日）、アメリカ合衆国駐在総領事タウンゼント・ハリスと神奈川奉行井上信濃守清直・中村時万とで交渉・締結した日米追加条約は、3点に於いて日本と列強との外交関係を悪化させた。治外法権と列強特に英国に対してイメージの悪化と金銀同種同量秤量交換とする為替による金の流出問題等である。これらはハリスの「失策」とも云うべき問題であると、筆者は考えている。
これら「失策」の要因を次のように考えている。日本の封建体制の複雑な二重構造や日本国内の内国為替の発達普及について十分な見識を持っていなかった点に由来する。また南京条約や望厦条約以来の列強としての共通利害を代表しているとする姿勢に加えて、常に戦争有無領土奪取念頭とするとした英国外交に対する認識を背景に対話したことが、その交渉経過を諸候への速報や武家伝送等に表れて、担当者以外には「敵国・脅威の国」英国のイメージを形成させた。そして安政3年7月21日品川到着以来およそ六ヶ月間孤立し、日本駐在米国外交官としての情報や待遇が得られない状況が、ハリスをして精神的不安定『鬱』・「表裏」激しい交渉状況を誘い、交渉中に安易に「戦争」を口癖にする、強硬態度の総領事としたことによるのではないか。
安政4年5月26日（1857年6月17日）日米協約により設定された治外法権は、従前の節に反して、幕府側が列強側に日本国内の内なる砲艦外交とも云うべき外国人へのテロリズムを頻発させることにつながった。また予想されたとはいえ、幕府内はハリス来航で揺れた。ハリスの書簡返書を遅くしたり要求への対応を延期したりする、列強側へのぶらかしや不敬な取扱は、列強外交官に幕府に対する不快、条約趣旨の縮小化の思惑を感じさせる、いやがらせがあったと推察できるからである。これらは交渉手段の一つであるが･･･。
この幕府側の外国人への対応は、列強側から将来的に日本との外交関係を悪化させるとの、不安や警告が蘭国なされていた。安政4.2.1(1857.2.24)の長崎蘭館長クルチウスが、アロー号事件に触れて長崎奉行を通して幕府の通商拒否を危惧する上申は、代表的なものである。
さらに日本の封建体制には、公領（幕府）と私領（大名）とで明確な支配区分がある。そのためテロリストが一端匿われたり逃げたりすると、警察権の及ぶ範囲が複雑なため、容易に外国人へのテロリストを逮捕することができない。この二重封建体制をテロリスト首謀者達が悪用したのではないか。
そのねらいは、徳川幕府の条約締結権をはじめとする、日本の統治者としての権威を損ねることではないだろうか。
しかし、外交日程とテロリズム発生のタイミングの合致はどう考えればよいか。筆者は以下のように考えている。本格的国交に反対或いは消極的な勢力が武家伝送など広く意見を求める外国事務宰相堀田正睦の外交交渉速報方針により、知り得た情報によって成されたのではないだろうか。
このテロリズムは、列強との外交において夷狄・攘夷行為や外国人への偏見や不敬や引き延ばし対応の一環として、列強に軍事・兵威化に向かわせることを、ハリスやオールコックやド・ベルクールなどに幕府に対する不審や警告のかたちで、史料に残させることとなった。また、国内においてはテロリズムが、貿易体制構築に向かう徳川幕府に反対する勢力との厳しいせめぎ合いを誘発させ、条約交渉や貿易が広がるにつれてそれらが先鋭化させる。
これは、筆者のまとめた年表「嘉永5年から文久4年におけるテロリズム発生と主な外交日程一覧」を見れば明らかである。
その背景2　　：最恵国待遇条項により調印批准毎に深化拡充する列強側との条約内容：
　　　　　　　：一国は列強全体のために、列強全体は一国のためにと波及する外交：
和親条約や修好通商条約は、幕府と列国との交渉や調印が行われる度に、その内容を発展させる仕組みがあった。それは最恵国待遇条項である。最初に幕府と結んだ米国の条約はその後に結んだ国との条約条項の中に米国が欲する内容は、最恵国待遇条項により幕府に申し出ることにより、米国の権利として条約内容を更新したり追加したりできる。
安政4年5月26日調印の日米協約は、ハリスが交渉項目を同年11月3日長崎箱館両港に於いて蘭露両国との貿易開始布告を念頭に入れ、事前に露国や蘭国との条約を詳細に比較したり、蘭国クルチウスと連絡を取り合ったりしていたのではないと、推測される。
大日本古文書外国関係文書15巻211番ｐ549、1～3行によると、「魯西亜条約第八个条ニ、魯西亜人乃日本国ニ阿ル、日本人の魯西亜国你阿る，是を待事緩優你して、禁固することなし、然れども。若法を犯すものあら者、是を取押おき、處する你各本国之法を以すへしと有之ニ基き」、治外法権は露国との条約に記されていることをもとに交渉したとする記録がある。今回の主題治外法権は日露和親条約追加条約に記されている権利を最恵国待遇条項により、米国が得ることになる。この仕組みを考慮して列強は幕府との交渉の場にヨーロッパ諸国の立場や共通の利権に発展する条項を盛り込んでいたのではないかと、筆者は考えている。
　また、一案件に対する列強側の共通理解と連携も加味しなければならないだろう。具体的には次の例として、先に挙げた、安政6年7月27日 （ 1859年8月25日）　横浜で起きた、ロシア使節ムラヴィヨフ随行戦艦のロシア少尉ロイテナント・水兵1名負傷、水兵1名即死（27巻6番ｐ18）事件がある。露国は幕府へ、神奈川奉行の更迭や即時犯人逮捕、艦隊乗組員の前での公開死刑を要求する事態に至った。その幕府側への対応が、露国独自ではなく英国オールコックとの連絡を経て進められいた。つまり、一国の対応は列強全体の対応として列強間に共有されていると、筆者は考えている。
その結果　仮説②幕府列強相互の譲歩から幕府の譲歩・幕府への賠償や権利要求へと変質
　まず日本国内に視点を置くと、次のことが云えるのではないか。
テロリズムは、それまでの日本と列強が国情や東アジア情勢を鑑みて「和親」「懇篤」の趣のもと、相互に譲歩し合う外交交渉関係に変化を起こさせた。列強が人命へや条約内容に対する幕府側の違反・遅滞行為に対して、必要に応じて武力行使・砲艦外交によって損害賠償を求めたり条約内容の譲歩を強く求めたりする外交へと変質させる結果となった。
　その契機となったのが、萬延元年12月5日　（1861年1月15日）の米国公使館通辯官ヒュースケン暗殺事件である。この事件は英仏を中心とする列強は当初米国も参加した五カ国外交団を形成し覚書のもとに、同年12月16日の英仏両国公使（蘭国も協調）をして、横浜に退去せしめ外国人保護の不備を非難する直接行動に訴えさせることとなった。この覚書にも続く列強間の協調外交ははその後も引き継がれた。文久4年8月の英仏米蘭四国連合艦隊下関砲撃に関する覚書もその一つであり、幕府と列強との最終的交渉に重要な役割を果たした。その列強外交団第1回会議がヒュースケン暗殺事件に関わるものであった。
　そして東アジア情勢の視点を置くと、次のことが云えるのではないか。
清国は、英仏米が諸交渉や二つのアヘン戦争を経て1842年8月29日の南京条約・1844年7月3日の望厦条約・1844年10月24日黄埔条約から、1858年6月の天津条約から天1860年10月24日の北京条約へと講和条約を重ねた。これにより南京条約以来の清国側の制限貿易である互使貿易・広東システムは終結に向かった。またこれら第二次アヘン戦争であるアロー戦争（1856年6月28日－1860年10月18日）を経て天津条約・北京条約に至る動きを背景に、日本では米国のハリスが幕府と1857年の日米協約や1858年の日米修好通商条約を働きかけ成立させている。言わば列強側は日中同時進行的に自由貿易条約体制構築に向かっていた。。
当時清国では夷狄、日本では尊皇攘夷のもとに、列強とのせめぎ合いが厳しくなっていた。そのため日本では外交に変化が起こった。列強側からすれば、幕府と列強とが相互に譲歩し合う交渉をもとに進めていた外交から、和親条約の段階では自国民の生命財産の保障保全を、修好通商条約段階では既得権利の回復や権利拡大を、賠償させるための外交へと、必要により武力行使をともなう外交へとその幅を広げた。
また別の見方をすれば、幕府と列強は、幕末15年間の外交改革及びそれに関連する改革による国内政治の覇権復権の動きと、列強の東アジアにおける自由貿易主義の進展の動きとは相まって、既存の条約内容を放棄するのではなく堅持・拡大することをそのねらいとした。
以下の一覧は列強側が求めた主な賠償や既得権である。
1 文久元8.17  1861.9.21  前年1860年蘭国人2名殺害事件のため幕府賠償金支払（初の外国への賠償金）を受諾
2 文久元11.3  1861.12.4  幕府、ヒュースケン暗殺に関し10000ドル支払う
3 文久2.5.9  1862.6.6  竹内遣欧保徳使節等英国外相ラッセルと両都両港開市開港延期に関する協定に調印（倫敦覚書）
4 文久2.8.19  1862.9.12  遣欧使節竹内保徳ら、両都両港の開市開港延期及び樺太分界、貨幣改鋳に関する三箇条の改正を露国外相ゴルチャコフと調印
5 文久3.5.7  1863.6.22  英国領事ウインチェスター、生麦事件賠償金決裂により英国艦隊自由行動を神奈川奉行に通告
6 文久3.5.9  1863.6.24  幕府、東禅寺英国公使館焼き討ち事件及び生麦事件の損害賠償金44万ドルを支払う
7 文久3.6.28  1863.8.12  クーパー、ニールは薩摩藩に生麦事件の賠償箇条提出
8 文久3.7.2   1863.8.15  薩英戦争起こる　二日間の戦いで薩摩藩敗北
9 文久3.11.1  1863.12.11  薩摩藩賠償金10万ドルを英国に支払　生麦事件解決
10 文久3.12.20  1864.1.28  幕府二都二港開市開港延期並びに関税引き下げに関し米国との約定に署名 
11 文久4.1.17  1864.2.24  英国代理公使ニール、倫敦覚書破棄及び諸候と直接通商開始を以て幕府に改善を迫る
12 文久4.5.17  1864.6.20  横浜鎖港使節池田等仏国外相ルイと下関海峡通行税率改定に関する協約に調印（巴里廃約）
13 文久4.6.19  1864.7.22  英仏米蘭四カ国使臣下関砲撃に関する共同覚書協定、、二十日間を限り下関通行の安全保障を幕府に要求
14 文久4.8.14  1864.9.14  長州藩、四国連合艦隊と講和条件五条を締結
15 文久4.9.22  1864.10.22  幕府、英米仏蘭四国と横浜にて下関事件取極書に署名
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